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第１章 後期計画の基本的事項 

第１節 後期計画策定の目的 

 小郡市食料・農業・農村基本計画は、平成２５年度に制定した小郡市食料・農業・農

村基本条例に基づき平成２６年度に策定しました。 

本計画は、平成２７年度を初年度とし、１０年後の平成３６（令和６）年度を目標年

次としています。また、平成２７年度から５年間を前期、残りを後期期間と位置づけ、

前期と後期期間の移行期である令和元年度に中間見直しを行うよう定義しています。見

直しは、前期期間の総括と総括に基づく課題の再認識、そして課題解決のための取組の

方向性、さらに、社会情勢や市民意識の変化等から派生する新たな課題や目指すべき方

向性を反映させる内容とします。 

 

 

第２章 食料・農業・農村の現状と課題 

第１節 食料・農業・農村を取り巻く状況 

１．世界の食料・農業・農村を取り巻く状況 

（１）自由貿易協定及び経済連携協定 

 近年、日本は、諸外国と立て続けに経済連携協定を締結しています。 

 経済連携協定（ＥＰＡ）は、国や地域間で貿易や投資の拡大をしていくために、関税

や輸入割当などの貿易を制限するような障壁を一定の期間内に撤廃、または削減する協

定である自由貿易協定（ＦＴＡ）に加えて、知的財産の保護や人の移動、投資、ビジネ

ス環境の整備など広範囲な取組を含む協定のことです。 

 

 ■平成２７年から日本との間で締結された経済連携協定等 

発効期日 名称 参加国 

平成２７年 １月１５日 日本・オーストラリア経済連携協定 オーストラリア 

平成２８年 ６月 ７日 日本・モンゴル経済連携協定 モンゴル 

平成３０年１２月３０日 

環太平洋パートナーシップに 

関する包括的及び先進的な協定 

（ＣＰＴＰＰ、ＴＰＰ１１） 

オーストラリア、カナダ、 

メキシコ、シンガポール、 

ニュージーランド、 

平成３１年 １月１４日 同上 ベトナム 

平成３１年 ２月 １日 日本・ＥＵ経済連携協定 ＥＵ加盟国 

令和 ２年 １月 １日 日米貿易協定 アメリカ 

 

 平成１９年４月に開始された日本・オーストラリア経済連携協定の交渉については、

農業、特に酪農に関する関税が撤廃されることにより、国産農作物や乳製品が圧倒され

ると予想されたため、北海道などで反発が相次いでいました。 
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 「環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定（ＴＰＰ１１協定）」

は、日本をはじめとして、オーストラリア、ブルネイ、カナダ、チリ、マレーシア、メ

キシコ、ニュージーランド、ペルー、シンガポール及びベトナムの合計１１か国で大筋

合意に至っています（まだ協定発効に至っていない国もあります）。 

 なお、日米貿易協定は関税撤廃または削減しか言及していないため、ＥＰＡではなく

ＦＴＡに分類されます。 

 各々の協定締結に至るまでは、国内でも様々な動きがありました。こうした協定のデ

メリットとして、競争力が強くない産業が打撃を受ける場合があるというのが一般的に

言われています。 

 農業分野は、協定締結による影響を色濃く受けると想定されています。どのような影

響が出るのか注視していく必要があります。 

 

（２）気候変動 

 近年、世界的な猛暑や気象災害が頻発しています。 

 平成２７年の気候変動枠組条約締約国会議（ＣＯＰ２１）で採択され、翌年発効した

パリ協定は、全ての締約国が温暖化の原因となる温室効果ガスの削減に取り組むことを

約束した協定です。「世界の平均気温上昇を産業革命以前から２℃以内に抑える」こと

が謳われています。しかし、その目標達成のためには、世界の温室効果ガス排出量を、

現在の１/３～１/２以下にする必要があり、締約国は具体的な削減目標を設定すること

が求められています。 

 農業分野における温室効果ガスの排出量は、日本においては国内総排出量の４％弱で

すが、世界全体では総排出量の約１/４を占めています。そのため、農業分野からの温

室効果ガスの排出削減技術を開発することは、国際的な課題となっています。 

 日本における近年の気候変動における影響は、高温障害による米の品質低下が挙げら

れます。水稲の登熟期の高温は、白未熟粒（米粒が白濁化すること）が多発するもとと

なります。整粒歩合の低下は米の等級の低下にもつながって米の価格に反映されるため

生産者にとって非常に重大な案件です。 

 

（３）国連「家族農業の１０年」 

 平成１９～２０年にかけて、世界の食料価格が劇的に上昇したことで、国際的な危機

状態がもたらされました。食料危機の原因は、自然災害の影響やバイオ燃料への転用、

アジア諸国における中産階級の増大に伴う食生活の変化など、複合的な要素が関係して

いるようです。 

 こうした世界的状況に対し、近代的農法を見つめなおすと共に小規模・家族農業の役

割を再評価し、支援強化をしようという機運が国際的に高まりました。この動きが、国

連における「国際家族農業年」（平成２３年指定、平成２６年実施）とその精神を受け
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継ぐ「家族農業の１０年」（平成２９年指定）に結びついています。農業経営体に占め

る家族経営体の割合が９７．６％（平成２７年）である日本は、「家族農業の１０年」

の共同提案者となっています。平成３１年から１０年間は、家族農業の重要性をＰＲす

る様々なイベントが世界的に行われます。 

家族農業は、平成２７年に国連が持続可能な開発目標として設定した「ＳＤＧs」の

１７項目のうち、貧困や飢餓の根絶など１１の項目において、最も重要な貢献ができる

ものとして位置づけられています。 

 

 

２．国内の食料・農業・農村を取り巻く状況 

（１）スマート農業 

 農業分野については、農業者の高齢化及び後継者不足により、農業従事者数が減少し

ています。農業の担い手に農地を集積して耕作していくとしても、いずれは作業できる

面積の限界が訪れます。また、調整や選果を行うには人手が必要ですが、思うように雇

用労働力が確保できない現実があります。 

そうした課題の解消策のひとつとして、国はスマート農業を提唱しています。ロボッ

ト技術やＩＣＴを活用して、超省力・高品質生産を実現することを目指しています。 

現在は、技術開発と実証実験、データ収集と解析をしている段階です。また、農林水

産省が統括する農業データ連携基盤「ＷＡＧＵＲＩ（和＋農業「Aguri」の造語）」にデ

ータを集積し、ビッグデータとして活用していく予定です。 

全国各地で実証実験に付されているものとしては、トラクターや田植え機などの大型

農業用機械の自動走行化、スマートフォンなどでの自動操作、ドローンを活用した施肥・

防除、空中撮影を活用した病害の早期発見や土壌の状況確認、水田の水管理を遠隔・自

動制御化するほ場水管理システム、ハウス内の作物の成長度合いに応じて自動で潅水や

施肥を行うシステム、農作業時に装着するアシストスーツなど種類は豊富です。 

スマート農業は、労働力不足の解消や農産物の付加価値向上が期待できるツールです

が、現在は研究段階ですので、新たな投資に見合うだけの費用対効果を得るのは難しい

ようです。スマート農業先進地のアメリカでは、大規模に生産を行っている農業者ほど

導入率が高く、中小規模農家では未だに低調であることから、日本でも中小規模農業者

に浸透するには時間がかかるものと思われます。また、栽培に係る膨大なデータを分析

し活用できる能力が必要となってきますので、農業者自身も常日頃からスキルアップを

心掛ける必要があると思われます。 

 市内では、認定農業者がドローンを導入し、防除に活用しています。 

 

（２）企業の農業参入 

 農業生産法人以外の企業が農地を賃借して直接農業を行う制度は、平成１４年の構造
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改革特区での試行から始まりました。次に、遊休地や遊休地になりそうなエリアを市町

村が取得して企業に貸し付けるという特定法人貸付制度が、平成１７年から全国展開さ

れました。この制度を経て、平成２１年の農地法改正により、農地リース方式での企業

参入が自由化されました。 

 イオンやローソンなどの大手企業は、全国的に展開している商圏や物流網に合わせて

自社農場を配置し、ＰＢ（プライベート・ブランド）商品の調達強化を図っています。

また、不動産業や鉄道会社等が、植物工場を含む大規模な施設園芸へ進出しています。 

 企業の農業参入の背景としては、食の安全・安心を揺るがす事件や世界的な食糧需給

のひっ迫が契機になっていると考えられます。また、グローバル化への対応が難しい内

需型の企業は、人口減少や長引く低成長の中で自社技術を生かした植物工場や農業分野

でＩＣＴを活用していくことを将来性のあるビジネスと捉えているようです。 

 １０年間で約５倍の３千社を超える企業が農業参入しましたが、撤退する企業が存在

するのも事実です。参入後、安定生産が容易ではないということを懸念材料に挙げてい

る企業が５割を占めるという調査結果もあります。 

 企業参入による地元の期待は、地域活性化や雇用の確保、税収増に集中しがちですが、

地域の農地の大部分を耕作している地域の農業者との共存関係を築いていくことがで

きるかという視点が最も重要なことと考えられます。 

 

（３）農産物の輸出 

 安倍内閣が日本経済の再生に向けて展開する「大胆な金融政策」、「機動的な財政政策」、

「成長戦略」のいわゆる「３本の矢」。安倍総理は、平成２５年のスピーチにおいて、

３本目の矢である「成長戦略」の中の「攻めの農林水産業」の目標として「2020（令和

２）年までに農林水産物・食品の輸出額目標を１兆円」としました。平成２４年の輸出

額が約 4,500 億円だったことを考えると、当時の２倍以上の目標設定となっています。 

 国の輸出促進政策方針は、農林水産業・地域の活力創造本部が決定する「農林水産業・

地域の活力創造プラン」で定められました。平成２８年には、同本部の下に農林水産業

の輸出力強化ワーキンググループが設置され、同年５月に国が取り組むべき対策の行程

表を農林水産業の輸出力強化戦略として取りまとめました。 

 また、令和元年１１月に、輸出先国による食品安全規制等に対応するため、輸出先国

との協議等について政府一体となって取り組むための体制整備等を内容とする「農林水

産物及び食品の輸出の促進に関する法律」が成立しました（令和２年４月１日施行）。 

 令和２年２月現在の農林水産物・食品の輸出額は、9,121 億円で、１兆円の目標達成

は困難な見方が優勢です。平成２９年からの１２．４％の輸出額上昇と比較すると伸び

が鈍化していますが、それでも０．６％上昇で、平成２４年からは右肩上がりです。 

なお、輸出先としては、１位が香港、２位が中国、３位がアメリカとなっています。 

ＪＡみいは、福岡の仲卸を通じて香港に週２回輸出をしていましたが、現在は国内の
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販路を充実させる方針に切り替えています。また、大刀洗町は香港に事務所を構えて輸

出事業に取り組むと共に、海外の料理人を招いて農業者と直接取引をするなどの独自事

業に取り組んでいます。市内では、香港に出荷されている農業者がいますが、今のとこ

ろは積極的な対応ではないと聞いています。 

 

（４）ＧＡＰ 

 国は、平成２７年度に策定した「食料・農業・農村基本計画」において、世界的なマ

ーケットを開拓していくために、ＧＡＰ等の認証取得を推進していくと定義しています。 

 ＧＡＰとは、農業生産工程管理（Ｇood Ａricultural Ｐractice）の略です。農業生

産活動を行う上で必要な関係法令等の内容に則して定められる点検項目に沿って、各工

程の正確な実施、記録、点検及び評価を行うことによる持続的な改善活動を指します。

ＧＡＰを導入することにより、農産物に対する信頼性の確保、環境への配慮、異物混入

などの事故防止対策を図ることができます。 

ＧＡＰには種類があり、世界共通の統一安全基準である GLOBALＧ.Ａ.Ｐ.や（一財）

日本ＧＡＰ協会が運営主体のＪＧＡＰ、各都道府県の独自基準のＧＡＰ等があります。 

令和３年開催予定の東京オリンピック・パラリンピック選手村において、安全・安心

の食材を活用した料理を提供することとなっていますが、GLOBALＧ.Ａ.ＰやＪＧＡＰ 

等を取得している生産者しか納入ができないようになっています。 

 小郡市内では、ＪＡみいの小松菜部会や認定農業者がＪＧＡＰを取得されていますが、

まだ一般的ではないと言わざるを得ません。それは、ＧＡＰ取得による付加価値が農産

物への価格反映までにつながっていないことや、ＧＡＰは毎年更新が必要ですが、継続

費用が高額であることが要因として考えられます。 

 

（５）農業用ため池の決壊 

 平成３０年７月豪雨は、停滞する梅雨前線に台風が接近したことにより、西日本を中

心に全国的に広い範囲で記録的な大雨が降り、各地で甚大な災害が起きました（後に激

甚災害に指定）。 

 この豪雨により、全国で２８箇所のため池が決壊しました。防災重点ため池に指定さ

れていたのはわずかに３箇所だけでした。さらに、広島県のため池決壊数は最も多く、

２８箇所中１９箇所となっており、雨が降りやんだ後も決壊の危険性があるとして避難

指示が出されるなどの対応に追われています。また、広島県福山市のため池は、ため池

上流側のグラウンドの土砂が一気に流入したことによる決壊で１名死亡、４名が負傷す

る重大な事故に発展しています。 

 農林水産省は、ため池決壊が人家等に大きな被害をもたらしたことを踏まえて、全都

道府県で、下流の家屋やため池を対象に、８月末を目途に安全性を確認する緊急点検を

行うよう要請しました。 
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 また、豪雨により決壊したのは防災ため池ではない、中山間部の小規模ため池で決壊

等が多発したことを受けて、「ため池対策検討チーム」を設置して、今回の災害を踏ま

えて効果的な対策のあり方を検討しました。検討チームでは、①防災重点ため池の選定

の考え方について、規模要件を設けずにため池下流に家屋や公共施設等が存在するため

池を選定の基本とすることに見直すこと、②その見直した選定状況について、都道府県

が把握すること、③選定後に国がフォローアップすること、④ため池の廃止の促進等の

効果的なため池対策のあり方について早急に検討することを取りまとめました。 

 これにより、全国に約２０万箇所のため池があり、その半数が瀬戸内地方に集中して

いること、また、広島県は兵庫県の約４万箇所に次いで、全国２位の約２万箇所が集中

しています。さらに、江戸時代以前に築造されたものが７割を占め、老朽化が進み耐久

性に疑問があるとの調査結果が出ています。小郡市でも、平成３０年度の災害後に国と

県が共同で市内の全てのため池を巡回・点検しています。 

 また、国は、ため池の決壊から国民の生命と財産を守るために「農業用ため池の管理

及び保全に関する法律」を令和元年７月に制定しています。 

 小郡市は令和２年度に、県が設定しているため池決壊による浸水想定区域に基づくハ

ザードマップを作成するようにしています。 

 

（６）種子法の廃止 

 種子法の正式名称は「主要農産物種子法」で、戦後の昭和２７年の食料を増産するこ

とを背景に制定されています。その目的は、米・麦・大豆といった主要農産物の優良な

種子の品質を管理し、安定的に供給することを各都道府県に義務付けた法律のことです。

この法律を背景に、国は、都道府県が業務遂行をするために必要となる予算措置を行い、 

県は、種子の生産はもとより新品種の開発や奨励品種を決定する取組を行ってきました。 

 しかし、近年の食生活の変化により、米の需給バランスが崩れて生産調整が必要とな

る中、食糧管理法が廃止されました。また、国の規制改革会議において、地方公共団体

が種子開発システムの中心で、民間の品種開発を阻害しているという現状を踏まえて、

日本農業の国際競争力強化に向けた官民総力を挙げた種子の開発・供給体制の構築は、

種子法が存在する限り不可能であると判断されました。 

 平成２９年４月に種子法はその役目を終えましたが、同時に附帯決議が採択されまし

た。附帯決議には、優良な品質の種子を確保するため適切な基準を定めることや、国は

都道府県の取組が後退しないように地方交付税措置を行うことなどの内容をうたって

います。 

 福岡県は、「福岡県農林水産業・農山漁村振興条例」において、種子の確保や県独自

品種の開発などを主要施策として上げているところから、これまでどおり優良種子の安

定供給を図っていくこととしています。 
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３．小郡市の食料・農業・農村を取り巻く状況 

（１）災害 

 農業は、気象の変化に敏感で多大な影響を受ける産業です。近年、本市においても、

異常気象に見舞われており、農業所得に深刻な影響を与えています。 

 平成２９年１１月以降は寒波が居座り、全国的に厳しい寒さとなりました。気温低下

が農産物の育成に深刻なダメージを与え、出荷基準を満たすことができない農産物が多

く出ました。全国的に野菜不足に陥ったことから、消費者が買い控えるほど野菜価格が

高騰した一方、出荷体制を整えることができた少数の農業者にとっては商機になってい

ました。 

 しかし、その半年後の平成３０年７月、線状降水帯により西日本豪雨が発生しました。

また、令和元年７月及び８月豪雨、９月の台風と立て続けに風水害が発生しました。筑

後川につながる宝満川の水量が増大し、宝満川支流の河川に逆流することを防ぐために

水門や樋門を閉ざすことで支流の水が吐ききらずに、内部に水が溜まり続け、農地が冠

水するという事象が発生しています。２年連続、また、令和元年については毎月のごと

く発生する天災に見舞われていることから、被災農業者の精神的・経済的ダメージは計

り知れないものがあると考えられます。 

また、そうした大変厳しい状況にある中、暖冬傾向による野菜の価格低迷が、農業者

に追い打ちをかけています。 

農業者が被災した災害は、福岡県朝倉農林事務所管内で発生した平成２９年の九州北

部豪雨から数えると３年連続となっています。今後も発生する可能性が高いことを考慮

に入れ、災害発生を前提とした災害に強く持続可能性に優れた生産体制を築く必要があ

ると考えられます。 

 

（２）交通 

平成２７年度からの５年間で、道路交通網の整備が進んでいます。 

平成２９年度に原田駅東福童線が全線開通、平成３０年度に県道鳥栖朝倉線の高架化

が実現、主要地方道久留米・筑紫野線の四車線化が進み、鳥栖朝倉線と国道５００号線

を結ぶ市道下町西福童１６号線が令和元年度に供用開始となりました。 

こうした道路網の整備が進むことにより、車両通行の流れが変わり、それに伴い農産

物の搬送ルートや搬送にかかる時間の短縮にもつながるものと考えられます。 

 

（３）土地利用 

 平成２７年度からの５年間で、土地の利用に関する法的整備が進められています。 

 あすみ地区などの市街化区域内の充実はもちろんのこと、市街化調整区域も開発が可

能となっている地区があります。 

 調整区域における地区計画としては、産業系の開発が可能となった筑後小郡インター
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チェンジ地区や東野地区、住宅系としては松崎・上岩田地区があげられます。 

 また、戸建て住宅や店舗、診療所、老人ホームなどの福祉施設を建設できる都市計画

法第３４条第１２号区域としては、今隈地区や味坂地区、干潟・立石地区、乙隈地区が

既存の居住地域を活かした開発ができるようになっています。 

 大規模開発は、市街化調整区域でなされるものが多いことから、農地減少につながっ

ている側面があります。多くはほ場整備などがなされていない農地であるとはいえ、少

なからず営農に影響を及ぼす場合があります。農業振興との均衡に心を配る必要があり

ます。 

 

（４）鳥獣被害 

 全国での野生鳥獣による農作物被害は、平成３０年度１５８億円にのぼっています。

被害額としては減少傾向にあるものの、鳥獣被害は、営農意欲の減退や耕作放棄・離農

の増加、車両との衝突事故、住宅への侵入や糞尿被害につながるなど、被害額として数

字に表れる以上の影響があります。 

 国は、鳥獣被害の深刻化及び広域化を踏まえて、鳥獣被害防止特措法を成立させ、鳥

獣被害防止に取り組む人を支援しています。また、環境省及び農林水産省は、平成２５

年に「抜本的な捕獲強化対策」を策定し、鹿や猪の生息頭数を１０年後までに半減させ

ることを目指しています。 

 小郡市では、カラス対策が主でしたが、近年は、アライグマが出没し、猿が住宅街を

逃げ回ることがあるようになりました。アライグマ等については、農業者に対して箱罠

を貸し出す手続きをしていますが、猿については追跡するしか方法がありません。また、

カモがブロッコリーや麦の苗を食害する事例が多くなり、三井地区農業振興協議会で対

策について試行錯誤していますが有効な対抗手段がないのが現状です。 

 また、令和２年２月に猪が北部住宅地を徘徊することにより、電車の運行に支障をき

たし、小中学校に通学する児童や生徒、幼保育所に通園する子どもたちの生活が脅かさ

れるなど、社会的・経済的損失は計りしれないものがありました。 

 小郡市としては、猟友会や警察と協力してパトロールなどに努めるとともに、地域の

区長や教育関係部署と連絡を取りながら、鳥獣被害が拡大しないような体制づくりをす

る必要があります。 

 


